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１名，常勤職員20名，作業班員42名，など

となっている。これらの指標は，全国組合

平均のおおむね２倍前後であるが，変動係

数にみられるとおり，対象104組合間でも

かなりの格差がある（第１表）。

06年度の経営収支は，事業ウェイトの大

きい森林整備部門と，加工部門では，引き

続き減収減益となったが，販売部門が大き

く増収増益（取扱高16.1％，収支20.4％）に

転じたことから，組合全体の事業総利益の

落ち込みには一応の歯止めがかかった形に

なっている。加えて，事業管理費も引き続

き抑制基調が保たれているほか，06年度に

農林金融2008・5
49 - 295

情
 勢
 

森林組合の事業・経営の動向，当面する

諸課題などを適時・的確に把握し，森林組

合系統の今後の事業展開に資するため，

（財）農村金融研究会が農林中金総合研究所

の委託を受け，農林中央金庫と連携して，

毎年森林組合へのアンケート調査を実施し

ている。

以下，2007年度に104組合を対象に実施

した「第20回森林組合アンケート調査」結

果の概要を紹介する。

調査対象104組合の平均像（概数）は，

管内森林面積４万７千ha（うち組合員所有

林２万３千ha），組合員3,200名，常勤理事

森林組合の事業・経営動向
――第20回森林組合アンケート調査結果から――

はじめに

１　調査対象組合の概況

（単位　ha，人）

管内森林面積 

　うち組合員所有林 

組合員数 

常勤理事数 

常勤職員数 

作業班員数 

資料　全国組合は『平成１７年度森林組合統計』（林野庁） 
（注）　変動係数とは標準偏差が平均値の何倍であるかを表す。 

第1表　対象組合の概況 

４７，０４３ 

２２，６６３ 

３，１７４ 

１．０ 

２０．０ 

４２．４ 

平均（ａ） 

０．７１ 

０．７３ 

０．８５ 

０．５７ 

０．８７ 

０．９９ 

２９，２０７ 

１３，２４０ 

１，９２２ 

０．６ 

９．０ 

２５．４ 

１．６　 

１．７　 

１．７　 

１．８　 

２．２　 

１．７　 

変動係数 
全国組合 
平均（ｂ） （ａ／ｂ） 

対象組合 

（注）　回答組合は９４。 

（単位　千円，％）

取
扱
高 

収
　
　
支 

４，２７８ 

１５５，７１４ 

２０３，４８５ 

３３８，９９６ 

１５７，７０９ 

△６８１ 
２９，２９４ 
１６，７６３ 
１１２，０９９ 

１４５，０７４ 

１２，６３６ 

△１，７４５ 

１０，８９０ 

△４６４ 

１０，４２６ 

△３１．４ 

△２．７ 

△１．４ 

△３．２ 

△０．４ 

９４．２ 
４．４ 

△１８．９ 
１．７ 

△０．６ 

１．９ 

- 

△２４．７ 

- 

△４２．６ 

△７．２ 

１６．１ 

△１．１ 

△１．８ 

０．４ 

１４．６ 
２０．４ 
△１．５ 
△２．５ 

△０．６ 

１４．１ 

- 

３６．９ 

- 

２９．７ 

指導 

販売 

加工 

森林整備  

事業総利益 

　うち指導 
　　　販売 
　　　加工 
　　　森林整備  

事業管理費 

事業利益  

事業外損益 

経常利益  

特別損益  

税引前当期利益 

０５ ０６ 
０６年度 

前年度比増減率 

第2表　経営収支 
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は事業外損益もマイナス幅が縮小して，税

引前当期利益はようやく増益に転じた（第

２表）。

しかし，経常利益段階，当期利益段階で

は赤字組合数はなお拡大の傾向をみせてお

り，事業利益，当期利益段階では２期連続

赤字組合数も拡大していることから，上記

の総合的な収支動向とを併せ考えると，収

支改善の組合と悪化傾向が進んでいる組合

が分化していることが想定される。

近年，林業の採算性の悪化が一層進むな

か，皆伐された後再造林されないまま放棄

されている山林が散見されることから，再

造林放棄の状況とその要因のひとつである

再造林コストがどのように変化しているの

かについて，質問を行った。なお本調査で

「再造林放棄」は，「人工林の皆伐後３年を

超えても，再度人工造林されてい

ない状態」と定義した。

（１） 地拵（じごしらえ）の効率化

を主体とした再造林費用の

圧縮

森林組合における，植付から切

捨間伐に至る造林・保育作業の費

用単価・回数を質問したところ，

作業項目のくくりは必ずしも一様

でないものの，平均すればおおむ

ね第３表のとおりであり，この単

価と回数からha当たりの再造林費用はおお

むね300万円と試算された。これに対し，

約６割に相当する約180万円が補助金によ

り対応されている。

次に，再造林費用圧縮についての組合の

取組みを自由回答で質問したところ，約６

割の組合で「取組みがある」との回答があ

った。そのなかでは，伐出作業との組み合

わせによる地拵の圧縮等をあげる組合が最

も多く，回答組合の約半数を占めている。

反面，植付本数の削減をあげる組合は４組

合であった。

その他の経費節減策としては，機械化，

作業道整備による効率化，地拵の簡素化，

労務コストの圧縮等があげられており，直

営苗畑から苗木を供給することにより苗木

代を圧縮している例もあった。さらには

「皆伐しない」ことにより，再造林を回避

している組合も見受けられた。
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２　再造林コストと

再造林放棄の状況

（単位　回，千円）

苗木代 

地拵 

植付 

下刈 

  小計 

ツル切り 

枝打ち 

除伐 

切捨間伐 

  合計 

（注）　＊便宜上「２回」と
して計算。 

第3表　再造林費用と補助金額（１ｈａ当たり, 回答組合の単純平均） 

１．０ 

１．０ 

１．０ 

６．２ 

- 

１．８ 

２．１ 

１．５ 

２．１ 

-

３０１．７ 

３９３．６ 

２１０．５ 

１３９．５ 

- 

８２．４ 

２６５．８ 

１５８．９ 

１７５．８ 

-

回数 

３０１．７ 

３９３．６ 

２１０．５ 

８６４．９ 

１，７７０．７ 

１４８．３ 

５５８．２ 

２３８．４ 

３６９．２ 

３，０８４．７ 

費用計 費用 
単価 

９５ 

８９ 

８９ 

１０３ 

- 

４１ 

７８ 

９３ 

１０２ 

-

回答 
組合数 

 

５６６．７ 

 

９５．７ 

- 

 

２１９．１ 

 

１２３．９ 

-

補助金 
単価 

 

５６６．７ 

 

５９３．３ 

１，１６０．０ 

 

４３８．２ 

 

２６０．２ 

１，８５８．４ 

＊ 

補助 
金額 

 

９８ 

 

１０３ 

- 

 

９４ 

 

１００ 

-

回答 
組合数 



（２） さまざまな要因が複合する皆伐と

再造林放棄

再造林放棄地の箇所数等については，単

純平均で１組合当たり50箇所，総面積65ha，

最大面積箇所は10haであるが，組合による

バラツキは大きく，特に箇所数の多い１組

合を除けば平均20箇所程度になる。逆に全

く該当のない組合も12ある。

組合員が山林を皆伐する事情について

は，個人の場合第１図のとおり「臨時支出

への対応」が最も多く，「業者の勧め」「災

害被害の整理」などがそれに次いだ。長く

木材価格が低落傾向にあり，しかも径級に

よる価格差も小さいので，林家に材価先安

感が浸透していることも，「業者の勧め」

で皆伐に応じる背景のひとつといえる。

また，併営する農業収支の赤字への補填

や，相続発生後相続人に林業承継の意思が

ない，あるいは遺産分割協議がまとまらな

い，などの事情で，皆伐後放置されること

もある。

他方，法人の場合は，アンケートによれ

ば「施業計画に基づく伐採」「利益の確定」

「分収契約に基づく皆伐」など，計画的な

いし経営判断に従った皆伐が中心と見受け

られる。しかしヒアリングでは，かつての

開発ブームで山林を取得した不動産開発会

社の経営破綻，あるいは競落された山林を

皆伐後放置したもの等があった。さらには，

地方自治体や財産区等の団体所有林が，そ

の財政ひっ迫から皆伐後放置されている事

例や，自治体がわざわざ伐採跡地を購入し

ながら，天然更新に任せるとして造林しな

い事例なども報告された。

また分収林については，全体を平均すれ

ば再造林放棄地の１割強であるが，造林を

担ってきた地元林家が高齢化し，また林業

の収益性が低下していることなどから，契

約期間到来により皆伐後，再契約に応じる

動きがない，また分収林の林地を所有する

地方自治体や財産区等が財政的に苦しい状

況のため，契約期間延長も難しい，などの

事情で，放棄地になっている事例もある。

このように，山林が皆伐・放置されるに

事情はさまざまな要因が複合しているが，

いずれにせよ収益性の低さが，再造林放棄

につながる背景となっていることは否めな

い。

（３） なお拡大が見込まれる再造林放棄地

再造林放棄地の増減状況を質問したとこ

ろ，６割近くの組合が「10年前に比べれば

拡大」，３年前との比較でも，４割の組合

が「拡大している」と回答している。また，

今後５年後の見込みとしても，さらに拡大

を見込む組合が全体の６割近くを占めてい

る（第４表）。再造林放棄が「拡大する」

理由としては，「林業経営の放棄」と「森
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（注）１　回答組合は１０４。 
２　複数回答, 上位５番目までを集計。 

０ １０ ２０ ３０ ４０ ５０ ６０ ７０ 
（組合） 

第1図　山林を皆伐する事情（個人） 

臨時支出への対応 （５９） 

業者の勧め （４６） 

災害被害の整理 （３２） 

施業計画等に基づく伐採 （２８） 

負債整理・経営破綻 （２３） 
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林所有者の世代交代」がともに多く，採算

性の低迷と，過疎化，高齢化が背景にある

ものといえる。

地域別には，10年前との比較で特に東北，

四国，九州での拡大が目立つ。５年後の見

込みでは，四国，九州，近畿での拡大が予

想されているが，東北での拡大の予想は半

数にとどまっている。

再造林放棄地の天然更新の状況について

は，「有用木の山林にならない」ことが10

件で最も多く，その他「災害の発生ないし

その懸念がある」「獣害が発生しやすい」

「天然更新が順調に進まない」ことなどが

問題点としてあげられている。

災害の発生に対しては過半の組合で懸念

を表明しているが，実際

に災害が発生したとする

組合は5.8％にとどまる。

緩傾斜地が主体の組合で

も，災害の可能性は，喫

緊の懸念事項でないとは

いえ，集中豪雨などの場

合には予想がつかないと

しており，これまであま

り経験のない再造林放棄

の拡大と，昨今の想定を

超えた気象の動きなどか

ら，災害に対し懸念を抱く声が少な

くないものと考えられる。

（４） 組合員への周知を中心とした

再造林放棄対策

森林組合は再造林放棄に対して，

「林地崩壊や災害発生への懸念」のほか

「所有者が把握できなくなる」「組合収支に

影響する」等の懸念を持っている。「組合

員に再造林を勧奨することで解決できる」

等状況を楽観視する見方もあるが，全体に

占める割合は小さい。

再造林放棄対策としては，「森林所有者

への森林整備の周知」が過半の組合で行わ

れており，「早く造林にとりかかれば，地

拵費用が節約できる」とか，「今は造林が

手控えられているので，将来は材の希少性

が高まる」等工夫したアプローチもされて

いる。

第５表により，組合の再造林放棄対策に

ついて放棄に対する見方別にみてみると，

農林金融2008・5
52 - 298

（単位　％） 

３年前に比べた増減 

１０年前に比べた増減 

５年後の見込み 

第4表　再造林放棄の変化 

４０．４ 

５７．７ 

５９．８ 

３７．５ 

１６．３ 

１７．６ 

５．８ 

８．７ 

５．９ 

５．８ 

８．７ 

１６．７ 

１０．６ 

８．７ 

-

１０４ 

１０４ 

１０２ 

拡大 変わら ない　 縮小 
わから 
ない　 

該当 
なし 組合数 

 （単位　上段組合数，下段％）

再
造
林
放
棄
に
対
す
る
見
方 

　　合　計 

収支に悪影響 

林地崩壊や 
災害発生の原因 

第5表　再造林放棄に対する組合の見方と対策（上位５項目, 複数回答） 

１０３ 
（１００．０） 

６５ 
（１００．０） 

２１ 
（１００．０） 

１８ 
（１００．０） 

１８ 
（１００．０） 

１４ 
（１００．０） 

 

合　計 

再造林放棄対策 

所有者へ 
の森林整 
備周知 

行政と 
連携した 
防止対策 

造林コス 
トの低減 

森林保全 
巡視の 
実施 

林地売買 
の斡旋・ 
推進 

放置森林所有者が 
把握不能になる 

再造林を勧奨 
すれば解決可能 

天然更新が 
見込まれる 

６３ 
（６１．２） 

４２ 
（６４．６） 

１７ 
（８１．０） 

１０ 
（５５．６） 

１３ 
（７２．２） 

１１ 
（７８．６） 

２６ 
（２５．２） 

１９ 
（２９．２） 

６ 
（２８．６） 

４ 
（２２．２） 

４ 
（２２．２） 

２ 
（１４．３） 

２０ 
（１９．４） 

１５ 
（２３．１） 

３ 
（１４．３） 

４ 
（２２．２） 

５ 
（２７．８） 

- 
-

１７ 
（１６．５） 

１０ 
（１５．４） 

６ 
（２８．６） 

２ 
（１１．１） 

２ 
（１１．１） 

３ 
（２１．４） 

１３ 
（１２．６） 

８ 
（１２．３） 

- 
- 

５ 
（２７．８） 

１ 
（５．６） 

２ 
（１４．３） 



上記の「所有者への森林整備周知」は「放

置森林所有者が把握不能になる」ことを懸

念する組合で特に実施割合が高いほか，

「天然更新が見込まれる」「再造林を勧奨す

れば解決可能」等の楽観視型の組合でも実

施割合が高めである。

また地域的には，「所有者への森林整備

周知」は，東北，中国，九州では高いが，

四国では低い。四国では「林地売買の斡

旋・推進」が高めとなる。なお東北では

「造林コストの低減」も相対的に高い。

川下側の製材・合板業者等の大規模な工

場新設や木材流通方法の変更などの，新た

な動きが山側に及ぼしつつある影響や，森

林組合における対応等を質問した。なお，

本調査において，「素材」とはチップ用材

を除いたものとする。

（１） 市場中心ながら直送が拡大する

組合の素材出荷先

素材出荷のある101組合における，仕向

先別の出荷状況を質問したところ，共販所

出荷のない北海道を除いた大半にあたる87

組合が市場出荷を実施，また約半数にあた

る51組合で加工業者への直送販売を実施し

ている。地域別には，東日本，北日本は市

場出荷の割合が低く，東海，近畿から西は

高い。

出荷数量では，６割以上を市場への仕向

けが占め，業者直送は２割強程度であるが，

組合の素材生産規模別にみると，生産量が

大きい組合ほど直送の割合が増大し，市場

出荷割合は低下している（出荷数量割合の

単純平均による）。

また，仕向け先別数量の増減については，

「市場仕向け」「直営加工仕向け」は，「増

加」「減少」「変わらず」がほぼ拮抗するが，

「直送」については「増加した」とする組

合が７割近くと際立って多い（第６表）。

直送実施の約半数が04年以降直送取引を開

始しており，大規模木材工場の稼動開始，

国産材シフトなどを背景として，急速に直

送が拡大している。

（２） 低級材需要拡大・単価低落傾向の

市場のニーズ

市場における買方ニーズの変化として

は，取引数量は「増加」「横ばい」「減少」

がほぼ拮抗，単価は「横ばい」から「下落」

傾向，低級材への需要は「横ばい」ないし

「増加」傾向と，組合ではみている（第２

図）。ただ，単価下落の要因には，市場で

の低級材需要が拡大した側面も含まれてお

り，Ｂ・Ｃ級材（曲がり材，チップ材）の販

路が開けたことを評価する声も聞かれた。
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（単位　％）

市場出荷 

直営加工部門仕向け 

加工業者等への直送 

その他 

第6表　各仕向け先別素材出荷数量の増減 
（５年前との比較）　　　　　 

３１．４ 

３５．６ 

６８．６ 

２７．３ 

３３．７ 

３３．３ 

２５．５ 

６３．６ 

３４．９ 

３１．１ 

５．９ 

９．１ 

８６ 

４５ 

５１ 

１１ 

増加 変わ らず 減少 組合数 

３　川下木材業者等からの

働きかけ
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地域別には，九州では数量ニーズが「増加」

とする組合が多い一方，元々市場出荷割合

が高かった中国，四国では，数量は「減少」，

単価についても「下落」とする組合の割合

が高い。

（３） 低級材需要拡大・単価も上昇傾向

の直送取引

加工業者への直送は，北海道，東北を中

心に，実施組合の約４割が既に５年以上前

から行っている一方，最近では04年を境に

急速に拡大しつつある。

直送の主要な仕向け内容は，一般合板工

場，一般製材品工場へ仕向けている組合は

６割前後，集成材工場への仕向けは３割程

度であった。また直送の際の仲介業者とし

ては，県森連が最も多く（17県，33組合），

連合会の積極的な役割をうかがわせた。

直送先からの引き合い内容の変化につい

ては，１回あたりロットが約３分の１の組

合で増加，納入頻度，低級材需要も半数の

組合で増加，また単価面でも44％が上昇と

回答しており，低落傾向を見せる市場出荷

と明暗を分けている（第３図）。

（４） 森林組合に肯定的に受け止められる

直送取引

直送販売に対する森林組合の見方は，総

じて肯定的評価の方が多く，未実施組合で

も否定的評価よりは肯定的評価の方がまさ

っている。また「低級材の販路拡大」「販

売価格安定」等肯定的な側面については，

直送実施組合の方が未実施組合よりも積極

的に評価しており，否定的な側面（「信用

状況把握」「ロット確保」「クレーム対応等」）

は，直送未実施組合の方に指摘する声が強

い（第４図）。

直送実施組合における，直送割合に関す
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（注）　回答組合は８６。 

２０ ４０ ６０ ８０ １００ 
（％） 

０ 

第2図　市場における買方ニーズの変化 
（最近５年間）　 　　　　 

取引数量 

単価 

低級材への 
需要 

増加・上昇 横ばい 減少・下落 
３０．２ ３７．２ ３２．６ 

１０．５ ４１．９ ４７．７ 

４４．２ ３７．２ １８．６ 

（注）　回答組合は５０。 

２０ ４０ ６０ ８０ １００ 
（％） 

０ 

第3図　直送先からの引き合い内容の変化 

１回あたり 
ロット 

増加・上昇 横ばい 減少・下落 
３６．０ ６４．０ 

納入頻度 ５０．０ ４８．０ 

低級材 
需要 ５０．０ ４４．０ 

単価 ４４．０ ５２．０ 

０．０ 

２．０ 

６．０ 

（４．０） 
（注）１　回答組合は実施５１, 未実施５３。 

２　「肯定的」「否定的」各上位４項目。 
３　複数回答。 

０ １０ ２０ ３０ ４０ ５０ ６０ 
（％） 

第4図　直送販売に対する考え方 

低級材の販路拡大 

肯
定
的 

（３５．８） 
（５２．９） 

新たな販路拡大 （４１．５） 
（４５．１） 

販売価格が安定 （２６．４） 
（４３．１） 

素材の安定販売 （２６．４） 
（３７．３） 

信用状況把握が難しい （２２．６） 
（７．８） 

ロットの確保が難しい （２２．６） 
（３．９） 

クレーム対応が大変 （９．４） 
（２．０） 

価格下げ要求が厳しい （９．４） 
（０．０） 

否
定
的 直送あり 

直送なし 
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門の増収増益により全体の収支が改善して

おり，また組合自身も伐出担当の作業班の

強化，機械装備の拡充を図るなど，林産・

販売事業に重点を移しつつある。

他方では，再造林放棄の現状にみられる

とおり，伐出された跡地が必ずしも材の再

生産に向かっていない状況も，一部にはみ

られる。川下側の需要拡大も，再生産を十

分賄えるほどの価格上昇をもたらしていな

いことが，背景にはある。また，自治体・

団体所有林の例にみられるように，山間地

の経済的疲弊がこのような形で顕在化して

いる側面もある。

森林組合が素材生産・出荷の拡大に向け

て，イニシアティブを確保すべく努めるこ

との重要性はいうまでもないが，森林資源

が将来に向けて再生産されていくように，

組合のみならず，関係諸機関・団体などが

一致協力してあたることも，また望まれる

ところである。

（（財)農村金融研究会　調査研究部長

室　孝明・むろたかあき）
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る方針としては，54.9％が「増加させたい」

としており，既に直送割合が100％に達し

ている11.8％の組合を加えた66.7％の組合

が，直送に積極的な姿勢をもっているとい

える。他方，直送未実施の52組合において

は，４分の１が「行わない方針」としてい

るが，「交渉中」「アプローチ中」，その他

何らかの検討中の組合を合わせて，おおむ

ね２割が前向きに取り組んでいるものとみ

られる。

直送取引については，一部の懸念材料や

考え方の問題等はあるにせよ，おおむね歓

迎すべきこととして，森林組合に受け止め

られているものと見受けられる。

今回の調査では，川下側木材業者の動き

が森林組合にとっての新たな環境変化とし

て，立ち現れている状況が明らかになった

が，多くの森林組合にとってこの変化は前

向きに受止められている。

組合事業としてみても，06年度は販売部

おわりに


